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近年我が国では，巨大地震の発生に伴い津波による甚大な被害が予測されている．津波による被害を減

少させるために様々な防災対策が全国各地域で行われている．津波HMもそのなかの一つで，全国の市町

村ごとに作成されている．だが，過去の研究では，HMの表記内容の不統一性や住民の認知度が低いとい

った課題が挙げられている．本研究では，津波HMの記載項目の一つである避難経路の記載状況について

研究するものとし，津波HMに避難経路が記載されることで，住民の避難を円滑にすることが可能である

かを明らかにし，今後の安全な津波避難を促す一助となる知見を得ることを目的として調査を行った結果，

記載することで事前に情報を得られること等から，安全な避難が可能になると考えられる． 
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1. はじめに 

 

現在，我が国では様々な災害に対応するために防

災計画が各地域で策定されている．策定されている

計画の中には住民が避難する際に避難場所，避難所，

避難経路等を把握できるよう示したハザードマップ

（以下，HMと表記する）などがある．現在，津波

などの自然災害から身を守るための重要な手段の一

つとして，HMは多くの市町村で作成されている．

このことから，HMには避難場所や避難所等は記載

されている地域が多いが，避難経路については記載

している自治体は少ない．この避難経路を記載する

ことは国土交通省が発行する「水害ハザードマップ

作成の手引き」にも必須項目として定められており，

記載しなければならないが，記載状況は未だ改善さ

れていない．避難経路は行政や住民によって定めら

れることから，避難経路を指定している市町村は少

なく，HMに避難経路が記載されていない市町村の

ほとんどは，地形的な理由や住民各々で避難時に使

用するルートが異なるという理由から記載されてい

ない．  

2. 既往研究の概要と本研究の位置づけ 

 

過去にも HMに関する研究は数多く行われており，

柳川ら 1)は，「地域住民の体験や教訓」に「既往の

大災害」と「未曾有の複合災害」を考慮した「具体

的な避難行動計画の策定」に寄与するため，東日本

大震災の挙動と当時の避難行動を対象とした詳細分

析を行い，津波に対する認識の甘さや指定避難場所

の認知状況，避難場所に向かう避難行動の現状と一

時避難場所配置の問題点を浮き彫りにした．そして，

地域住民が複合災害に対するハザードを認識し最寄

りの避難場所を把握する避難支援マップを提案した．

渡邊 2）は，今後発生が予想される南海トラフ巨大地

震注1)に伴い，津波によって人的被害想定が最も大き

い静岡県を対象に，津波 HMの作成方法を把握し，

全国の津波 HMの表記内容をを確認する他，全国の

津波 HMの表記内容の統一化を図る課題として，具

体的な表現方法を指定していないことから，水害ハ

ザードマップの作成の手引き注2)の改善だけでなく，

市町村を包括している各都道府県が市町村に統一を

指示するなどの方策が必要であると述べている． 
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認知している 認知していない

調査対象地 千葉県白子町・安房郡鋸南町

調査対象者 対象地域の住民

調査方法 アンケートを用いたヒアリング調査

HMに記載されている避難経路について

住民の防災意識

回収数：48件

有効回答数：48件

アンケート調査内容

アンケートの回収

調査対象地 千葉県白子町・安房郡鋸南町

調査対象者 対象地域の防災担当者

調査方法 電話によるヒアリング調査

HMへの避難経路記載の有無

その理由と経緯
ヒアリング調査内容

認知している 認知していない

これらの研究では，HM への避難経路の記載につい

ては述べられていない. 

以上より，本研究では，津波災害時に避難を行う

うえで避難経路は住民の生存率を左右する要因にな

ると考えられることから，「津波 HMに避難経路を

記載すること」に着目し，津波 HMに避難経路を記

載している地域と記載していない地域を対象に，津

波 HMに避難経路を記載することで，安全かつ円滑

に住民を避難誘導することが可能であるかを明らか

にし，今後の安全な津波避難を促す一助となる知見

を得ることを目的とする． 

 

 

3. 研究方法 

 

(1) 調査対象地の概要 

現在，国土交通省では HM ポータルサイト注3）を

用いて全国の市町村の HMを閲覧することが可能と

なっている．この HMポータルサイトに登録されて

いる全国各市町村のなかでも，特に千葉県は HMに

避難経路が記載されている市町村の割合が低いこと

から，対象地は千葉県白子町と鋸南町とし，同町の

防災担当者及び地域住民を対象とする．白子町は千

葉県内でも唯一津波 HMに避難経路を記載している

地域である．これに対し，鋸南町は南海トラフ地震

津波避難対策特別強化地域に指定されているにも関

わらず，津波 HMに避難経路は記載されていない．

また，白子町と人口比と面積が近いことから，鋸南

町を比較対象とする． 

 

(2) 調査方法 

調査概要として表1に住民を対象に行ったアンケ

ート調査概要を，表2に行政を対象に行ったヒアリ

ング調査概要をそれぞれ示す．住民へのアンケート

調査を行うにあたって，事前調査として行政を対象

に，津波HMに避難経路記載の有無及び記載内容に

関する調査を行った．行政に調査した避難経路の記

載状況を基に，住民が行政のHMに対する取り組み

と方針についての認識及びHMに避難経路を記載す

ること等の意識調査を実施した．また，今回の調査

において調査対象となる住民は，HMを見たことが

あると回答した住民の回答を有効回答とする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 結果及び考察 

 

(1)行政の取り組みに対する住民の認知度 

a)白子町住民の行政の取り組みに対する意識 

白子町の行政の取り組みとしては，「日常的によ

く使われる道を集計したうえで避難ビルなどがある

大きな道を避難経路に指定する」といった取り組み

のもと，HM に避難経路を記載している．また，各

世帯へ HM を配布しており，「行政が HM を配布

していることを認知しているか」という問いに対し

て 83%の住民が「認知している」と回答した（図

1）．このことから，住民の約 8 割は HM が配布さ

れていることを認知しており，行政の HMの配布方

法が住民の手に行き渡る方法であると考えられる． 

「HM に避難経路が記載されていることを認知し

ているか」という問いに対しては，58%の住民が

「認知している」と回答した（図 2）．年代別に比

較すると，30 歳未満の 33%が「認知している」，

67%が「認知していない」と回答し，30 歳～40 歳

未満の 40%が「認知している」，60%が「認知して

いない」，40 歳～50 歳未満の 67%が「認知してい

る」，33%が「認知していない」，50 歳～60 歳の

80%が「認知している」，20%が「認知していな

い」，60 歳以上の 67%が「認知している」，33%

が「認知していない」と回答した（図 3）．特に，

30 歳未満～40 歳未満の住民が HM に避難経路が記

載されていることを認知しておらず，40 歳以上の

住民は認知していることが把握できた．  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「HM に対して満足しているか」という問いに対

し 87%が「満足している」,13%が「満足していな

表-1 アンケート調査概要 

表-2 ヒアリング調査概要 

図-1 白子町住民の 

HM 配布の認知度 

図-2 白子町住民の

HMへの避難経路記載

の認知度 

83% 

17% 

N＝23 N＝23 

58% 
42% 
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ハザードマップ 避難訓練 その他満足している 満足していない

認知している 認知していない 認知している 認知していない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30歳未満

30～40歳未満

40～50歳未満

50～60歳未満

60歳以上

認知している 認知していない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30歳未満

30～40歳未満

40～50歳未満

50～60歳未満

60歳以上

ハザードマップ 避難訓練 その他

い」と回答した(図 4)． 回答者を年代別に比較する

と，30 歳未満～40 歳未満の 100%が「満足してい

る」，40 歳～50 歳未満の 75%が「満足している」，

25%が「満足してない」，50 歳～60 歳未満の 80%

が「満足している」，20%が「満足していない」60

歳以上の 80%が「満足している」，20%が「満足し

ていない」と回答した（図 5）．このことから，40

歳以上の住民の 87%が「満足している」，13%が

「満足していない」と回答していることが把握でき，

住民の約 9割は満足していることがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より，行政が HMに避難経路に記載している

白子町では，行政は HMを各世帯に配布するといっ

た取り組みを行っており，避難経路を HMに記載し

ていた．行政のこのような取り組みを住民が認知し

ていることから HMに対する満足度が高いと考えら

れる．また，避難経路を記載していることから，

HM を閲覧することで避難経路を認知している住民

が多いと考えられる．避難経路を記載することで，

住民は HMへ関心を持ち情報を得られると考えられ

る． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b)鋸南町住民の行政の取り組みに対する意識 

鋸南町の行政の取り組みとしては，避難経路を記

載しない理由として，「主に使用される大きな道が

2 本しかない」ということと，「避難経路は一人一

人違うため責任を持てないことから，断定できな

い」というような理由から HMに避難経路を記載し

ていなかった．また，行政は HMを各世帯に配布す

るといった取り組みを行っているが，「行政が HM

を配布していることを認知しているか」という問い

に対して，40%の住民が「認知している」と回答し

た（図 8）．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「行政が HM に避難経路を記載していないことを

認知しているか」という問いに，住民の 40%が「認

知している」，60%が「認知していない」と回答し

た（図 9）．年代別に比較すると，30 歳未満の 40%

が「認知している」，60%が「認知していない」，

30 歳～40 歳未満の 75%が「認知している」，25%

図-3 年代別 HMへの避難経路記載の認知度 

図-5 白子町住民の 

避難経路の認知方法 

図-7 年代別住民の避難経路の認知方法 

図-8 鋸南町住民の

HM 配布の認知度 

図-4 白子町住民の

HMへの満足度 

図-6 年代別 HMへの満足度 

図-9 鋸南町住民の

HMへの避難経路 

無記載の認知度 

N＝23 

45% 

36% 

19% 

N＝23 

87% 

13% 

N＝25 

40% 

60% 60% 

40% 

N＝25 

67% 

67% 

33% 

33% 

33% 67% 

60% 40% 

80% 

N＝23 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30歳未満

30～40歳未満

40～50歳未満

50～60歳未満

60歳以上

満足している 満足していないN＝23 

80% 

80% 

100% 

100% 

75% 25% 

20% 

20% 

20% 

N＝23 

50% 25% 25% 

80% 20% 

25% 25% 50% 

50% 

20% 20% 60% 

25% 25% 
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改善すべき 現状維持 興味がない 満足している 満足していない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30歳未満

30～40歳未満

40～50歳未満

50～60歳未満

60歳以上

満足している 満足していない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30歳未満

30～40歳未満

40～50歳未満

50～60歳未満

60歳以上

改善すべき 現状維持 興味がない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30歳未満

30～40歳未満

40～50歳未満

50～60歳未満

60歳以上

認知している 認知していない

が「認知していない」と回答し，40 歳～50 歳未満

の 40%が「認知している」，60%が「認知していな

い」と回答した．50 歳～60 歳未満の住民は全員が

「認知していない」と回答した（図 10）． 

このことから，30 歳~40 歳未満の 75%の住民は認

知しているが，40 歳以上の住民が HM に避難経路

が記載されていないことを認知していないことが把

握できた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「HM に避難経路が記載されていないことを改善

するべきか」という問いに，住民の 40%が「改善す

るべき」，12%が「現状維持」，48%が「興味がな

い」と回答した（図 11）．回答者を年代別に比較

すると，30 歳未満の 60%が「改善すべき」，20%

が「現状維持」，20%が「興味がない」と回答し，

30 歳～40 歳未満の 62%が「改善すべき」，38%が

「興味がない」，40 歳～50 歳未満の 40%が「改善

すべき」，20%が「現状維持」，20%が「興味がな

い」，50 歳～60 歳未満の 25%が「現状維持」，

75%が「興味がない」，60 歳以上の 100%が「興味

がない」と回答した（図 13）．このことから，30

歳～40 歳未満の住民は HM の記載内容に改善を望

んでいるが，40 歳以上の住民は HM の記載内容に

改善を望んでおらず，住民の多くは HMに対する関

心が低いことが把握できた． 

 

      

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

「HM に満足しているか」という問いに対しては，

68%の住民が「満足している」と回答した（図 12）．

年代別に比較すると，30 歳未満の 60%が「満足し

ている」，40%が「満足していない」，30 歳～40

歳未満の 50%が「満足している」，50%が「満足し

ていない」，40 歳～50 歳未満の 60%が「満足して

いる」，40%が「満足していない」，50 歳～60 歳

未満の 100%が「満足している」と回答した（図

14）．このことから，30 歳未満～50 歳未満の 50%

以上，50歳～60歳以上の 100%が HMに満足してい

ることが把握できた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「HM の閲覧方法は何か」という問いに対しては， 

住民の 60%が「紙」，24%が「パソコン」，12%

が「スマートフォン」，4%が「その他」と回答し

た（図 15）．年代別に比較すると，30 歳未満の

40%が「紙」，40%が「パソコン」，20%が「スマ

ホ」，30 歳～40 歳未満の 50%が「紙」，12%が

「パソコン」，38%が「スマホ」，40 歳～50 歳未

満の 60%が「紙」，40%が「パソコン」，50 歳～

60 歳未満の 100%が「紙」，60 歳以上の 67%が

「紙」，33%が「パソコン」と回答した（図 16）． 

このことから，全ての年代で紙を媒体としたもので

HMを閲覧していることが把握できた． 

以上より，白子町では，住民が行政の取り組みを

認知しており，住民の多くは HMを見て避難経路を

把握していた．しかし，鋸南町では，住民が行政の

図-10 年代別 HMへの避難経路無記載の認知度 

図-11 鋸南町住民の

HMへの改善要望 

図-13 年代別 HMへの改善要望 

図-12 鋸南町住民の

HM への満足度 

図-14 年代別 HMへの満足度 

N＝25 N＝25 

40% 
48% 

12% 
68% 

32% 

100% 

100% 

60% 40% 

60% 40% 

50% 50% 

N＝25 

N＝25 

100% 

75% 25% 

40% 20% 40% 

62% 38% 

60% 20% 20% 

N＝25 

100% 

100% 

60% 40% 

75% 25% 

40% 60% 
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紙 パソコン スマホ その他

使用する 一部使用する 使用しない

不安がある 不安がない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30歳未満

30～40歳未満

40～50歳未満

50～60歳未満

60歳以上

紙 パソコン スマホ その他

把握している 把握していない

取り組みを認知しておらず，住民の多くは HMを紙

媒体のもので目にするにも関わらず，行政が HMを

各世帯に配布していることを認知していなかったこ

とから，関心が低いと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)避難経路に対する住民の意識 

a)白子町住民の避難経路に対する意識 

 白子町では，「避難経路を把握しているか」と

いう問いに対し，96%の住民が「認知している」と

回答し（図 17），「災害時に指定された避難経路

を使用するか」という問いに対し，住民の 74%が

「使用する」，9%が「一部使用する」，17%が

「使用する」と回答した（図 18）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「避難経路に不安があるか」という問いに対し，

96%の住民が「不安はない」と回答した（図 19）． 

以上より，白子町では，住民の多くは避難経路を

把握しており，その多くは HMから避難経路を把握

していることが把握できた．また，災害時に避難経

路を使用する住民が多く，避難経路に対する不安を

持つ住民が 4%ということから，住民は安心して避

難経路を使用できると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b)鋸南町住民の避難経路に対する意識 

鋸南町では，「災害時に避難経路を使用するか」と

いう問いに対し，80%の住民が「避難経路を使用す

る」と回答した（図 20）． 

また，「避難経路に不安があるか」という問いに

対し，88%の住民が「不安はない」と回答した（図

21）． 

以上より，鋸南町では，避難経路を使用する住民

は多く，避難経路に不安をもつ住民は少ないことが

把握できた． 

白子町と鋸南町の調査結果を比較して，白子町で

は，指定された避難経路を使用する住民が約 8 割い

ることから，安全な避難を行うことが可能であると

考えられる．これに対し鋸南町では，住民自身が想

定した避難経路を使用して避難を行うため，安全な

避難を行えるとは限らない．また，避難経路に対す

る不安が少ないことから，住民が誤って危険な経路

を使用してしまうと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-15 鋸南町住民の HMの閲覧方法 

図-16 年代別 HMの閲覧方法 

図-18 白子町住民の 

避難経路の使用状況 

図-19 白子町住民の避難経路に対する不安 
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図-20 鋸南町住民の避

難経路の使用状況 

図-21 鋸南町住民の

避難経路に対する不安 
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4% 

図-17 白子町住民の

避難経路の把握状況 
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6. まとめ 

 

今回の調査により得られた知見を総括して以下に

示す. 

 

(1) 行政の取り組みに対する住民の認知度 

 

白子町での調査では，①行政の取り組みとして，

HM を配布していることを住民が認知していること

から，住民の手に行き渡る適切な配布方法であると

考えられる．②HM が配布されていると認識してい

る住民は多いが，配布された HM の記載内容を閲覧

する住民は少ないことから,前項に比べると認知度

が低いと考えられる．③住民の多くは HMを閲覧す

ることで避難経路を認知していることから，HM に

避難経路を記載することは住民が安全な避難を行う

うえで欠かせないものであると考えられる．以上の

三項が把握できた． 

鋸南町での調査でも，①行政の取り組みを認知す

る住民は 40%と低く，HM が配布されていることを

認知している住民が少ないことから，HM を手にす

ることがないため，記載内容に関心を持つ住民が少

ないと考えられる．②HM に避難経路が記載されて

いないことに対する問題意義が低い理由として，避

難経路が必須記載項目であることを住民が認知して

いないと考えられる．③住民の 60%は紙媒体のもの

で HMを閲覧すると回答していることから，住民は

配布された HM以外のもので認知していると考えら

れる． 

以上のことから，HM に避難経路を記載している

地域では，HM を配布する際に住民の手に行き渡る

配布方法を行うことで，住民は，HM の記載内容に

関心を持ち，避難経路を認知していることが明らか

となった． 

 また，HM に避難経路を記載していない地域では，

HM を配布しているにも関わらず，住民は配布され

たことを認知しておらず，住民の手に行き渡ってい

ないと考えられる．さらに，避難経路が記載されて

いないことに対して住民が問題意識を持っていない

ことから，住民は HMの記載項目を認知していない

ことが明らかとなった． 

 

(2) 避難経路に対する住民の意識 

 

 白子町の調査では，①避難経路を認知している住

民が 96%と高い値の理由として，HM が配布されて

いることを認知している住民が多いことから，HM

を閲覧することで避難経路を認知していると考えら

れる．②避難経路に対する不安を持つ住民が少ない

ことから,指定された避難経路が HM に記載されて

いれば，住民は安心して避難することができると考

えられる． 

 鋸南町での調査では，住民の 80%は自身の想定し

た避難経路を使用して避難するということから，使

用する避難経路によっては住民の身に危険が生じる

と考えられる．  

以上のことから，HM に指定された避難経路を記

載することで，事前に住民は避難経路を認知するこ

とができ，住民が安心して避難することができると

考えられる．  

 以上の総括から本研究の結論を述べると,ハザー

ドマップに避難経路を記載することで，住民は事前

に避難経路を認知することができ，災害時に混乱す

ることなく円滑に避難することができると考えられ

る．また，行政は確実に住民の手に HMが行き渡る

配布方法を検討し，住民は行政の取り組みに対して

関心を持つことや，HM の記載内容を把握すること

で，HM に記載される情報を事前に認知することが

できると考えられる．これらにより，HM に避難経

路を記載することで安全な避難が可能になるものと

考えられる. 

 

謝辞：本研究を進めるにあたって，白子町役場及び

鋸南町役場には格段の配慮を頂戴しました．また,

白子町及び鋸南町住民の皆様にはヒアリング調査へ

のご協力をいただきました．深く御礼申し上げます． 

 

注 

注 1)駿河湾から日向灘沖にかけてプレート境界を震源域

として発生する大規模災害 

注 2)主に住民等の避難に活用されることを目的とし，第

一に住民目線で作成されるべきもの 

注 3)全国各市町村が作成した HMを閲覧することができ

るポータルサイト 
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Fundamental Research on Evacuation Route Descriptions in Tsunami Hazard Maps 

—Shirakocho and Kyonanmachi, Chiba Prefecture— 

 

Kazuho SUZUKI, Kazukiyo YAMAMOTO and Wataru MIYAZAKI 

 

Recently in Japan, large-scale damage has been anticipated due to tsunami occurring 

during massive earthquakes. Various disaster prevention measures are conducted in all 

regions of the country to reduce the damage caused by tsunami. One of these measures 

is Tsunami Hazard Maps, which are found in each and every municipality nationwide.     

However, in past research, issues such as inconsistencies in the contents of the Hazard 

Maps and lack of awareness of the local residents have arisen. In this research, we 

aimed to study the descriptions of evacuation routes, one of the contents of the Tsunami 

Hazard Maps, and to clarify whether it would be possible to aid the evacuation of the 

residents by depicting the evacuation routes on the Tsunami Hazard Maps, as well as to 

obtain insights that would help promote safe Tsunami evacuation in the future. 
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